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V.  営業の状況

預金・譲渡性預金残高	 （単位：百万円）

種 類
平成17年中間期末 平成18年中間期末

金　　額 構成比（％） 金　　額 構成比（％）

預

金

流 動 性 預 金 65,982 28.09 64,653 28.02

定 期 性 預 金 167,380 71.26 165,499 71.73

うち固定自由金利定期預金 162,358 69.12 160,857 69.72

うち変動自由金利定期預金 57 0.02 47 0.02

そ の 他 1,536 0.65 570 0.25

合 計 234,899 100.00 230,723 100.00

譲 渡 性 預 金 ― ― ― ―

総 合 計 234,899 100.00 230,723 100.00

（注）	1.	 流動性預金＝当座預金+普通預金+貯蓄預金+通知預金
	 2.	 定期性預金＝定期預金+定期積金
		  固定自由金利定期預金：預入時に満期日迄の利率が確定する自由金利定期預金
		  変動自由金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する自由金利定期預金
	 3.	 国内業務部門のみ取扱っております。

預金・譲渡性預金平均残高	 （単位：百万円）

種 類
平成17年中間期 平成18年中間期

金　　額 構成比（％） 金　　額 構成比（％）

預

金

流 動 性 預 金 66,800 28.03 64,925 28.32

定 期 性 預 金 170,719 71.64 163,579 71.35

うち固定自由金利定期預金 165,553 69.47 158,997 69.35

うち変動自由金利定期預金 58 0.02 50 0.02

そ の 他 773 0.33 769 0.33

合 計 238,293 100.00 229,275 100.00

譲 渡 性 預 金 ― ― ― ―

総 合 計 238,293 100.00 229,275 100.00

定期預金の残存期間別残高	 （単位：百万円）

期別・種類

期　間

平成17年中間期末 平成18年中間期末

定　期　預　金 定　期　預　金

うち固定自由
金利定期預金

うち変動自由
金利定期預金

うち固定自由
金利定期預金

うち変動自由
金利定期預金

３ か 月 未 満 22,093 22,078 14 21,503 21,501 1

３ か 月 以 上 ６ か 月 未 満 39,674 39,661 13 35,939 35,930 9

６ か 月 以 上 １ 年 未 満 76,681 76,668 13 69,726 69,723 3

１ 年 以 上 ２ 年 未 満 17,640 17,625 15 15,019 15,019 0

２ 年 以 上 3 年 未 満 3,565 3,563 1 14,576 14,543 32

３ 年 以 上 1,246 1,246 ― 2,744 2,744 0

合 計 160,902 160,843 57 159,510 159,462 47

（注）	本表の預金残高には、積立定期預金を含んでおりません。

（1）預 金 業 務
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預金者別預金残高	 （単位：百万円）

平成17年中間期末 平成18年中間期末

金　　額 構成比（％） 金　　額 構成比（％）

個 人 171,692 73.09 172,224 74.65

法 人 63,207 26.91 58,498 25.35

一 般 法 人 44,419 18.91 41,365 17.93

金 融 490 0.21 331 0.14

公 金 18,297 7.79 16,801 7.28

合 計 234,899 100.00 230,723 100.00

財形貯蓄残高	 （単位：百万円）

項 目 平成17年中間期末 平成18年中間期末

財 形 年 金 預 金 208 186

財 形 住 宅 預 金 33 35

一 般 財 形 預 金 514 497

合 計 755 719

一店舗当たり預金	 （単位：百万円）

項 目 平成17年中間期末 平成18年中間期末

営 業 店 舗 数 34店 34店

一 店 舗 当 た り 預 金 額 6,908 6,785

（注）	1.	 預金額には譲渡性預金を含んでおります。
	 2.	 店舗数には出張所を含んでおりません。

従業員１人当たり預金	 （単位：百万円）

項 目 平成17年中間期末 平成18年中間期末

従 業 員 数 392人 380人

従 業 員 １ 人 当 た り 預 金 額 599 607

（注）	1.	 預金額には譲渡性預金を含んでおります。
	 2.	 従業員数は期中平均人員を記載しております。
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貸出金残高	 （単位：百万円）

種 類 平成17年中間期末 平成18年中間期末

手 形 貸 付 18,653 16,811

証 書 貸 付 154,263 148,728

当 座 貸 越 12,829 10,272

割 引 手 形 3,150 2,974

合 計 188,896 178,787

（注）	国内業務部門のみ取扱っております。

貸出金平均残高	 （単位：百万円）

種 類 平成17年中間期 平成18年中間期

手 形 貸 付 18,844 17,207

証 書 貸 付 149,259 149,438

当 座 貸 越 13,100 10,186

割 引 手 形 3,576 2,941

合 計 184,780 179,773

貸出金の残存期間別残高	 （単位：百万円）

期別・種類

期　間

平成17年中間期末 平成18年中間期末

貸　　出　　金 貸　　出　　金

うち変動金利 うち固定金利 うち変動金利 うち固定金利

１ 年 以 下 27,045 23,297

１ 年 超 ３ 年 以 下 14,864 7,503 7,360 13,488 6,572 6,915

３ 年 超 ５ 年 以 下 21,056 11,857 9,199 24,170 12,106 12,063

５ 年 超 ７ 年 以 下 13,733 6,360 7,373 13,062 6,493 6,569

７ 年 超 99,367 53,787 45,579 94,494 50,973 43,521

期 間 の 定 め の な い も の 12,829 8,168 4,660 10,272 5,947 4,325

合 計 188,896 178,787

（注）	残存期間１年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしておりません。

（2）貸 出 業 務
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貸出金の担保別内訳	 （単位：百万円）

種 類 平成17年中間期末 平成18年中間期末

有 価 証 券 1,154 881

債 権 7,648 5,387

商 品 ― ―

不 動 産 39,291 38,547

そ の 他 4 14

計 48,098 44,830

保 証 77,518 74,764

信 用 63,278 59,192

合 計 188,896 178,787

（ う ち 劣 後 特 約 付 貸 出 金 ） （―） （―）

支払承諾見返の担保別内訳	 （単位：百万円）

種 類 平成17年中間期末 平成18年中間期末

有 価 証 券 ― ―

債 権 12 11

商 品 ― ―

不 動 産 243 181

そ の 他 ― ―

計 255 192

保 証 489 446

信 用 461 302

合 計 1,206 942

貸出金使途別残高	 （単位：千円）

区 分
平成17年中間期末 平成18年中間期末

金　　額 構成比（％） 金　　額 構成比（％）

設 備 資 金 92,326 48.88 89,818 50.24

運 転 資 金 96,569 51.12 88,968 49.76

合 計 188,896 100.00 178,787 100.00
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業種別貸出状況	 （単位：百万円）

業 種 別
平成17年中間期末 平成18年中間期末

金　　額 構成比（％） 金　　額 構成比（％）

製 造 業 8,669 4.59 8,181 4.58

農 業 306 0.16 252 0.14

林 業 39 0.02 30 0.02

漁 業 64 0.03 66 0.04

鉱 業 634 0.34 687 0.38

建 設 業 16,188 8.57 14,966 8.37

電気・ガス・熱供給・水道業 1,090 0.58 1,402 0.78

情 報 通 信 業 332 0.17 106 0.06

運 輸 業 3,817 2.02 3,507 1.96

卸 売 ・ 小 売 業 11,025 5.84 11,935 6.68

金 融 ・ 保 険 業 19,963 10.57 16,692 9.34

不 動 産 業 19,701 10.43 19,055 10.66

各 種 サ ー ビ ス 業 28,347 15.01 28,931 16.18

地 方 公 共 団 体 12,521 6.63 11,189 6.26

そ の 他 66,192 35.04 61,782 34.56

合 計 188,896 100.00 178,787 100.00
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中小企業等に対する貸出金	 （単位：百万円）

項 目 平成17年中間期末 平成18年中間期末

中 小 企 業 向 け 貸 出 金
残 高 158,214 150,202

比 率 83.75％ 84.01％

（注）	1.	 本表の貸出金残高には、海外店分及び特別国際金融取引勘定分を含んでおりません。
	 2.	� 中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、サービス業は５千万円）以下の会社又は常用する従業員が300人（ただ

し、卸売業は100人、小売業は50人、サービス業は100人）以下の会社及び個人であります。

消費者ローン・住宅ローン残高	 （単位：百万円）

項 目 平成17年中間期末 平成18年中間期末

住 宅 ロ ー ン 45,462 44,223

消 費 者 ロ ー ン 13,590 11,236

合 計 59,053 55,459

貸出金の預金に対する比率	 （単位：％）

項 目 平成17年中間期 平成18年中間期

預 貸 率
末 残 80.41 77.48

平 残 77.54 78.40

（注）	預金には譲渡性預金を含んでおります。

一店舗当たり貸出金	 （単位：百万円）

項 目 平成17年中間期末 平成18年中間期末

営 業 店 舗 数 34店 34店

一 店 舗 当 た り 貸 出 金 5,555 5,258

（注）	店舗数には出張所を含んでおりません。

従業員１人当たり貸出金	 （単位：百万円）

項 目 平成17年中間期末 平成18年中間期末

従 業 員 数 392人 380人

従 業 員 １ 人 当 た り 貸 出 金 481 470

（注）	従業員数は期中平均人員を記載しております。

011_0215328081901.indd   25 2007/01/23   23:31:28



26

きょうぎんの財務情報

貸出金償却額	 （単位：百万円）

項 目 平成17年中間期 平成18年中間期

貸 出 金 償 却 額 ― ―

貸倒引当金明細表	 （単位：百万円）

区 分 平成17年中間期末 平成17年度 当中間期増加額
当中間期減少額

平成18年中間期末 摘　　　　要
目的使用 その他

貸
倒
引
当
金

一般貸倒引当金 2,110 1,647 1,548 ― ※1,647 1,548 ※洗替による取崩額

個別貸倒引当金 5,284 3,613 523 0 ※340 3,796 ※�主として税法によ
る取崩額

7,394 5,260 2,072 0 1,987 5,345

リスク管理債権額	 （単位：百万円）

平成17年中間期末 平成18年中間期末

破 綻 先 債 権 1,747 711

延 滞 債 権 9,569 9,518

３ヵ月以上延滞債権 11 31

貸出条件緩和債権 3,153 2,482

合 計 14,482 12,744

金融再生法に基づく開示債権額
	 （単位：百万円）

平成17年中間期末 平成18年中間期末

破産更生債権及び 
これらに準ずる債権

5,310 3,962

危 険 債 権 6,032 6,282

要 管 理 債 権 3,164 2,514

小 計 14,507 12,759

正 常 債 権 175,758 167,133

合 計 190,266 179,893

与信債権に占める割合 7.62％ 7.09％

（注）	1.		 「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることそ
の他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収
利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不
計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96
条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生
じている貸出金であります。

	 2.		 「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経
営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出
金であります。

	 3.		 「３ヵ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ
月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものでありま
す。

	 4.		 「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、
金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利
となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に
該当しないものであります。

（注）	1.		 「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産、会社更生、和議等の事由
により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であり
ます。

	 2.		 「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び
経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない
可能性の高い債権であります。

	 3.		 「要管理債権」とは、３ヵ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権で、破産更生債
権及びこれらに準ずる債権、危険債権に該当しないものであります。

	 4.		 「正常債権」とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、
上記１から３までに掲げる債権以外のものに区分される債権であります。なお、
平成18年度中間期末の正常債権額は167,133百万円であります。
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保有有価証券残高	 （単位：百万円）

種 類
平成17年中間期末 平成18年中間期末

構成比（％） うち国内
業務部門

うち国際
業務部門 構成比（％） うち国内

業務部門
うち国際
業務部門

国 債 23,686 46.92 23,686 ― 19,307 41.88 19,307 ―

地 方 債 3,363 6.66 3,363 ― 3,491 7.57 3,491 ―

社 債 11,092 21.97 11,092 ― 11,370 24.67 11,370 ―

株 式 2,583 5.12 2,583 ― 2,352 5.10 2,352 ―

そ の 他 の 証 券 9,757 19.33 2,281 ― 9,576 20.78 2,218 7,358

う ち 外 国 債 券 7,475 7,475 7,358 7,358

う ち 外 国 株 式 ― ― ― ―

合 計 50,484 100.00 43,008 7,475 46,098 100.00 38,740 7,358

保有有価証券平均残高	 （単位：百万円）

種 類
平成17年中間期 平成18年中間期

構成比（％） うち国内
業務部門

うち国際
業務部門 構成比（％） うち国内

業務部門
うち国際
業務部門

国 債 24,409 51.20 24,409 ― 20,633 41.76 20,633 ―

地 方 債 3,140 6.59 3,140 ― 3,574 7.23 3,574 ―

社 債 9,392 19.70 9,392 ― 12,710 25.73 12,710 ―

株 式 2,732 5.73 2,732 ― 2,672 5.41 2,672 ―

そ の 他 の 証 券 8,001 16.78 2,075 5,926 9,816 19.87 2,269 7,547

う ち 外 国 債 券 5,926 5,926 7,547 7,547

う ち 外 国 株 式 ― ― ― ―

合 計 47,676 100.00 41,749 5,926 49,407 100.00 41,860 7,547

公共債の引受	 （単位：百万円）

種 類 平成17年中間期 平成18年中間期

国 債 153 ―

地 方 債 ・ 政 保 債 1,967 1,200

合 計 2,120 1,200

（注）	額面ベースで記載しております。

国債等公共債及び証券投資信託の窓口販売	 （単位：百万円）

種 類 平成17年中間期 平成18年中間期

国 債 273 441

地 方 債 ・ 政 保 債 ― ―

合 計 273 441

証 券 投 資 信 託 3,047 1,887

（3）証 券 業 務

011_0215328081901.indd   27 2007/01/23   23:31:29



28

きょうぎんの財務情報

有価証券の残存期間別残高	 （単位：百万円）

期別・種類

期　間

平成17年中間期末

国　　債 地 方 債 社　　債 株　　式
その他の証券

貸付有価証券
うち外国債券 うち外国株式

１ 年 以 下 1,526 37 1,072 298 ― ―

１ 年 超 ３ 年 以 下 11,043 480 2,333 957 609 ―

３ 年 超 ５ 年 以 下 1,493 1,618 3,121 1,696 1,200 ―

５ 年 超 ７ 年 以 下 853 528 1,785 596 487 ―

７ 年 超 10 年 以 下 1,814 181 2,779 1,999 1,606 ―

10　　　　年　　　　超 6,954 517 ― 3,571 3,571 ―

期間の定めのないもの ― ― ― 2,583 638 ― ― ―

合 計 23,686 3,363 11,092 2,583 9,757 7,475 ― ―

	 （単位：百万円）

期別・種類

期　間

平成18年中間期末

国　　債 地 方 債 社　　債 株　　式
その他の証券

貸付有価証券
うち外国債券 うち外国株式

１ 年 以 下 2,248 276 1,080 496 298 ―

１ 年 超 ３ 年 以 下 4,485 249 1,942 1,437 1,004 ―

３ 年 超 ５ 年 以 下 2,679 2,454 3,979 1,586 1,005 ―

５ 年 超 ７ 年 以 下 302 225 1,410 815 524 ―

７ 年 超 10 年 以 下 5,269 284 2,958 1,359 1,079 ―

10　　　　年　　　　超 4,320 ― ― 3,446 3,446 ―

期間の定めのないもの ― ― ― 2,352 435 ― ― ―

合 計 19,307 3,491 11,370 2,352 9,576 7,358 ― ―

（注）	自己株式は「株式」から除いております。

商品有価証券売買高（ディーリング実績）	 （単位：百万円）

種 類 平成17年中間期 平成18年中間期

商 品 国 債 200 836

商 品 地 方 債 ― ―

商 品 政 府 保 証 債 ― ―

合 計 200 836

商品有価証券平均残高	 （単位：百万円）

種 類 平成17年中間期 平成18年中間期

商 品 国 債 32 36

商 品 地 方 債 ― ―

商 品 政 府 保 証 債 ― ―

貸 付 商 品 債 権 ― ―

合 計 32 36

有価証券の預金に対する比率	 （単位：％）

平成17年中間期 平成18年中間期

中間期末残高 期中平均 中間期末残高 期中平均

国 内 業 務 部 門 18.30 17.52 16.79 18.25

国 際 業 務 部 門 ― ― ― ―

合 計 21.49 20.00 19.97 21.54
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きょうぎんの財務情報

1）平成18年中間期

満期保有目的の債券で時価のあるもの	 （単位：百万円）

期　　別

種　　類

平成18年中間期末

中間貸借対照表
計　　上　　額 時　　　価 差　　　額

国 債 ― ― ―

地 方 債 ― ― ―

短 期 社 債 ― ― ―

社 債 900 922 22

そ の 他 3,298 3,106 △192

合 計 4,198 4,029 △169

（注）	時価は、当中間期末日における市場価格等に基づいております。

その他有価証券で時価のあるもの	 （単位：百万円）

期　　別

種　　類

平成18年中間期末

取 得 原 価 中間貸借対照表
計　　上　　額 評 価 差 額

株 式 2,189 2,146 △42

債 券 33,745 33,268 △476

国 債 19,630 19,307 △323

地 方 債 3,519 3,491 △28

短 期 社 債 ― ― ―

社 債 10,595 10,470 △124

そ の 他 6,527 6,278 △248

合 計 42,461 41,693 △767

（注）	1.�	 中間貸借対照表計上額は、株式については当中間会計期間末前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された額により、また、それ以外につ
いては、当中間会計期間末日における市場価格等に基づく時価により、それぞれ計上したものであります。

	 2.�	 その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込み
が認められないものについては、当該時価をもって中間貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当中間会計期間の損失として処理（以下「減
損処理」という。）しております。

		  当中間会計期間における減損処理額は、株式189百万円であります。
	�	  有価証券の減損処理については、期末時の時価の下落率が簿価の30％以上であるものを対象としております。時価の下落率が簿価の50％以

上である場合は、時価が「著しく下落した」ときに該当することとして減損処理を行っております。また、時価の下落率が30％以上50％未満
である場合は回復可能性の判定を行い、減損処理を行っております。

（4）有価証券の時価等情報
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きょうぎんの財務情報

時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額	 （単位：百万円）
平成18年中間期末

その他有価証券
非上場株式 205

金銭の信託関係
該当事項なし。

その他有価証券評価差額金
中間貸借対照表上に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりです。

	 （単位：百万円）

平成18年中間期末

評価差額 △767

その他有価証券 △767

その他の金銭の信託 ―

（+）繰延税金資産 309

その他有価証券評価差額金 △458
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きょうぎんの財務情報

2）平成17年中間期

満期保有目的の債券で時価のあるもの	 （単位：百万円）

期　　別

種　　類

平成17年中間期末

中間貸借対照表
計　　上　　額 時　　　価 差　　　額

う　ち　益 う　ち　損

国 債 ― ― ― ― ―

地 方 債 ― ― ― ― ―

短 期 社 債 ― ― ― ― ―

社 債 900 935 35 35 ―

そ の 他 3,794 3,763 △31 39 71

合 計 4,694 4,698 3 74 71

（注）	1.	 時価は、当中間期末日における市場価格等に基づいております。
	 2.	 「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

その他有価証券で時価のあるもの	 （単位：百万円）

期　　別

種　　類

平成17年中間期末

取 得 原 価
中間貸借対照表
計　　上　　額 評 価 差 額 う　ち　益 う　ち　損

株 式 2,278 2,410 131 387 256

債 券 37,329 37,243 △86 109 195

国 債 23,733 23,686 △47 33 80

地 方 債 3,392 3,363 △28 11 40

短 期 社 債 ― ― ―

社 債 10,203 10,192 △10 63 74

そ の 他 6,027 5,962 △65 21 86

合 計 45,636 45,615 △20 517 538

（注）	1.	 中間貸借対照表計上額は、当中間期末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。
	 2.	 「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。
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きょうぎんの財務情報

時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額	 （単位：百万円）
平成17年中間期末

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式
子会社・子法人等株式

10

その他有価証券
非上場株式（店頭売買株式を除く）

163

金銭の信託関係
該当事項なし。

その他有価証券評価差額金
中間貸借対照表上に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は、次のとおりです。

	 （単位：百万円）

平成17年中間期末

評価差額 △20

その他有価証券 △20

その他の金銭の信託 ―

（+）繰延税金資産 8

その他有価証券評価差額金 △12
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きょうぎんの財務情報

取引の状況
当行は、平成18年中間期末においてデリバティブ取引の契約額等の残高はありません。

取引の時価情報
（1）金利関連取引

該当事項なし。
（2）通貨関連取引

該当事項なし。
（3）株式関連取引

契約額等の当中間期末残高はありません。
（4）債券関連取引

該当事項なし。
（5）商品関連取引

該当事項なし。
（6）クレジットデリバティブ取引

該当事項なし。

（5）デリバティブ取引情報

VI.  その他の業務
【内国業務】

内国為替取扱高	 （単位：百万円）

区 分
平成17年中間期 平成18年中間期

口数（千口） 金　　額 口数（千口） 金　　額

送 金 為 替
各 地 へ 向 け た 分 199 167,370 203 141,526

各 地 よ り 受 け た 分 267 164,463 278 151,068

代 金 取 立
各 地 へ 向 け た 分 9 6,734 8 5,532

各 地 よ り 受 け た 分 4 4,656 3 3,267

1）平成18年中間期

取引の状況
当行は、平成17年中間期においてデリバティブを全く利用していないため、該当事項なし。

取引の時価情報
（1）金利関連取引

該当事項なし。
（2）通貨関連取引

該当事項なし。
（3）株式関連取引

該当事項なし。
（4）債券関連取引

該当事項なし。
（5）商品関連取引

該当事項なし。
（6）クレジットデリバティブ取引

該当事項なし。

2）平成17年中間期
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